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【はじめに】 

第二次安倍政権が発足して１年５ヶ月——。 

昨年、政府与党一体で策定した「日本再興戦略」は、民間活力を最大限

に引き出す方針の下、成長への道筋を示し、アベノミクスの一本目の矢で

ある「大胆な金融緩和」、二本目の矢である「機動的な財政政策」と相ま

って成果を挙げている。長引くデフレは解消に向かい、行きすぎた円高は

是正された。実質ＧＤＰは、政権交代前のマイナスから、６四半期連続プ

ラス成長を実現し、大企業のみならず中小企業の業況判断は製造業では６

年ぶり、非製造業では２２年ぶりの高水準を達成した。雇用面においても、

就業者数、中でも女性の就業者は４９万人増加するなど、自公連立政権に

よって日本社会を覆っていた閉塞感は払拭されたと確信する。 

この「日本再興戦略」を絵に描いた餅に終わらせることなく着実に実行に

移すとともに、経済情勢の変化を踏まえ、常に「進化」させていかなけれ

ばならない。 

 

確かに、日本経済は「マイナス」から「プラス」に大きく生まれ変わっ

た。しかしながら、家計は消費税率の引上げに直面しており、駆け込み需

要の反動減の影響が出ている。また、経済全体は「プラス」になったとは

言え、地方の景気回復は遅れている。 

公明党は政権与党として、アベノミクスによる日本経済の好転を一過性

に終わらせることなく、実態経済の確実な成長につなげる責任がある。今

後、「企業の収益を家計に地方に」、「成長戦略の推進をマクロ経済の更な

る好転に」、「経済再生を財政健全化に」という持続的な経済の好循環をい

かに生み出すか、今こそ第二次安倍政権の真価が問われている。 

 

人口減少社会、少子高齢化の進展、国際競争力の低下など、山積する諸

課題に直面する我が国に持続可能な未来をもたらすため、公明党は、日本

を支える「人」に着目し、多様な人材が活躍できる社会、魅力ある地域社

会の構築など、活力ある日本再建についての新たな提言をとりまとめた。 

政府におかれては、現在改定中の「日本再興戦略」にわが党の提言を十

分に反映させた上で、着実な実施を強く望むものである。 

 

以下、具体的な提言を行う。 
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Ⅰ．女性が活躍する社会へ 

① 女性の活躍推進 

② 子育て・介護と仕事の両立支援 

③ テレワーク等多様な働き方の支援 

④ 女性の活躍の基盤となる健康推進 

⑤ 女性に対する多様な起業支援 

 

Ⅱ．若者等が活躍する社会へ 

① 「若者の雇用促進に関する法律」の制定 

② 若者が納得感のあるキャリア選択を実現するための支援 

③ 学生等への就職支援の強化 

④ 若者の創業・起業の支援 

⑤ フリーター、ニート、非正規雇用の安定雇用への移行 

⑥ 人材育成の充実 

⑦ 外国人人材の活用 

 

Ⅲ．魅力ある地方都市づくり 

① 若者のキャリアアップ、収入アップ 

② 人の流れの転換 

③ 新たな地方圏の創造 

④ 魅力あるコミュニティの形成 

 

Ⅳ．中小企業施策 

① 環境・エネルギーや健康・医療・介護の担い手としての中小企業対策 

② 実用化・製品化段階での支援 

③ 販路開拓・人材確保の支援 

④ 中小企業の海外展開支援 

⑤ 事業承継の円滑化対策 

⑥ ソーシャルビジネスの促進 
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Ⅴ．文化・スポーツ・観光振興 

① ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックに向けて 

② 成長分野としての文化芸術の振興 

③ 訪日観光客２０００万人に向けて 

 

Ⅵ．科学技術、宇宙・海洋開発 

① 科学技術・イノベーション体制の確立 

② 宇宙インフラの整備 

③ 海洋資源の開発及び利用の推進 

④ インフラ長寿命化及びインフラシステム等の開発と海外展開 

 

Ⅶ．エネルギー・環境分野 

① エネルギーコストの低減 

② 再生可能エネルギー等の導入加速 

 

Ⅷ．健康・医療分野 

① 医薬品・医療機器・再生医療の基盤強化と海外展開の推進 

② ICT を活用した、健康・医療・介護のサービス提供 

③ 世界最高水準の医療提供体制の確立 

④ ロボット介護機器等の普及 

⑤ 地域包括ケアシステム構築への取り組み 

 

Ⅸ．農林水産分野 

① 被災地における農林水産業の振興・復興加速化 

② 農業生産基盤の整備・保全 

③ 担い手対策 

④ 高付加価値化による地域活性化 

⑤ 農林水産物の輸出額倍増 
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Ⅰ．女性が活躍する社会へ 

①女性の活躍推進 

 

○「女性の活躍推進加速化法」の制定 

「女性の活躍推進加速化法」を制定し、「社会のあらゆる分野において、

２０２０年までに指導的地位にある女性が占める割合を少なくとも３

０％に引き上げる」との目標達成を加速化すべきである。その際、総理を

本部長とする「女性の活躍加速化推進本部」（仮称）を立ち上げる等、２

０２０年までに至るまでの加速化プランを策定・公表し、女性の登用を総

合的・集中的に推進すべきである。また、地方自治体における女性の活躍

を加速化させる取り組みを推進すべきである。 

 

○女性技能労働者、女性技術者、女性研究者の育成・活躍支援 

女性技能労働者、女性技術者を雇用・育成するためのプランを新たに策

定・推進すべきである。現場で女性技能労働者等が働きやすい環境整備を

推進するための支援措置を新設すべきである。 

また、女性研究者が子育て・介護等に際して、研究継続できるよう、研

究支援員の配置、育休中の研究活動制限の撤廃、同居支援、テレワークな

ど在宅勤務導入等両立支援の基盤を構築するとともに、研究システムのあ

り方を見直すべきである。また、科学研究費助成事業を公正で透明性の高

い審査体制へ改善する等抜本的に改革し、女性・若者などの積極的な登用

を推進すべきである。特に、女性研究者に研究力やマネージメント力発揮

の機会を与える競争的資金プログラムを新設し、女性リーダーの育成・活

用を図るべきである。 

 

 

②子育て・介護と仕事の両立支援 

 

○育児・介護休業制度の見直し 

子育て・介護と仕事を両立できるよう、育児・介護休業制度を抜本的か

つ速やかに見直し、育児・介護休業制度や短時間勤務制度、男性の家事や

育児参加を積極的に支援する企業への助成や税制優遇措置を大幅に拡充

すべきである。 
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○放課後対策を総合的に推進 

全ての自治体において、学童保育待機児童問題を解消するとともに、全

ての子どもたちが放課後安心・安全な居場所を確保するために、放課後子

供教室を全ての小学校で実施できるよう、学童待機児童加速化プラン（仮

称）を策定すべきである。その際、学校施設の余裕教室が積極的に活用さ

れるよう、管理上の責任体制等の明確化に努めるとともに、障がい等によ

り医療的ケア等特別な配慮が必要な児童も、地域の放課後児童クラブに安

心して入れるよう、指導員の質の向上や指導員の補助単価の拡充・増員等

を図るべきである。さらに、発達障がいのある子どもに対しては療育体制

を整えるべきである。 

 

○働き方による男女賃金の格差の是正 

働き方による男女賃金の格差の是正を議題として、政労使会議において、

速やかに結論を得るべきである。また、政労使で長時間労働の是正や正

規・非正規の間の格差縮小等、課題の解決に取り組むべきである。 

 

 

③テレワーク等多様な働き方の支援 

 

○女性の学び直し・職場復帰支援 

奨学金制度や教育訓練給付金等を活用し、女性の学び直しや職場復帰を

積極的に支援すべきである。女性の学び直しを含む学び支援に関する情報

を国として一元化して発信し、広報すべきである。 

 

○在宅テレワークの環境整備 

在宅テレワーク（自営型・雇用型）を導入した企業に対する助成の拡充、

ハローワークにおける取り扱いの改善（勤務地の制限解消）、インターネ

ットを利用した公的職業訓練の普及、テレワークに関する労働規制の見直

し等を実施すべきである。安心こども基金の「ひとり親家庭等の在宅就労

支援事業」を全都道府県で効果的に実施する体制を整えるべきである。 

 

○子育て等によって離職した女性の再就職支援の拡充 

いわゆる「ママ・インターン」（子育て後の女性のためのインターンシ

ップ制度）について、応募要件を拡充するとともにインターンシップ受入

れ先を中小企業のみならず、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等非営利法人にも
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拡大すべきである。 

 

 

④女性の活躍の基盤となる健康推進 

 

○「女性の健康の包括的支援法」の制定 

生涯を通じた女性の健康支援を推進するため、「女性の健康の包括的支

援法」を制定すべきである。性差医療の研究拠点を創設し、女性の健康に

関する相談体制を国・地方において強化するとともに、健康教育の推進体

制を整備すべきである。 

 

○女性特有のがんの検診受診率の向上 

女性特有のがん検診のための無料クーポン配布事業とコール・リコール

事業を恒久化すべきである。 

 

○妊婦健診の着実な実施と産後ケアの充実 

妊婦健診１４回を全国で着実に実施するとともに、出産直後の母と子を

サポートする産後ケアの法律上の位置づけをさらに明確化すべきである。 

妊婦健診同様、産後ケアの利用者負担軽減のための補助制度を創設すべ

きである。産後ケア従事者を養成するとともに、産後ケアの望ましい水準

を示すとともに、市町村単位で母子保健の拠点を整備すべきである。 

 

○不妊治療、生殖医療への助成拡充 

不妊治療・不育症に対する助成の拡充や生殖医療に関する法整備を進め

るべきである。 

 

 

⑤女性に対する多様な起業支援 

 営利・非営利を問わず、女性の起業支援（第二創業を含む）を抜本的に

拡充すべきである。 

特にＮＰＯ等非営利法人で社会的課題解決に取り組むため起業する女

性たちが、信用保証制度を含む既存の中小企業支援の対象となるよう、必

要な法整備等見直しを速やかに行うべきである。また、女性版創業塾を各

都道府県に少なくとも 1 カ所設置し、女性起業家が活躍できる基盤を整備

すべきである。また、６次産業化など地域農業の活性化等に取り組む女性
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や次世代を担う若い女性の育成等に対するきめ細やかな支援（情報提供や

相談窓口の一本化、経営支援等）を実施すべきである。 

 

 

Ⅱ．若者等が活躍する社会へ 

①「若者の雇用促進に関する法律」の制定 

家庭、地域、学校、企業、国や地方自治体等の行政機関、そして民間支

援団体等が、「社会全体で若者を守り育てていく」という共通の認識を持

ち、その実現に向けた取り組みを推進していけるよう、（１）新卒者等へ

の就職支援の強化、（２）地域若者サポートステーションの抜本的強化等

のフリーター・ニート支援の強化、（３）企業の雇用管理改善、（４）就職

にあたっての情報開示の促進その他の取り組みを総合的かつ体系的に推

進することとし、若者雇用対策の基本となる法的枠組みを整備すべきであ

る。 

 

 

②若者が納得感のあるキャリア選択を実現するための支援 

 

○企業による雇用情報提供体制の整備 

これからの企業は、日本の成長を支える若者が意欲を持って力強く活躍

できるよう、働きがいがあり、魅力的な会社であるかどうかが問われてい

ることから企業の規模の大小を問わず、その魅力が伝わる情報提供体制を

整備し、若者が納得感の高い就職ができるような支援を実施すべきである。 

特に、若者と優良な中小・小規模企業とのマッチングをさらに進めるた

め、若者の採用や離職など重要な情報を開示する「若者応援企業宣言」事

業を拡充すべきである。 

さらに若者が将来を見通せるキャリアパスのような情報を開示するた

め、採用時に企業が、職業生活を送るうえで重要な情報（キャリアパス）

を説明することを促す仕組みを創設すべきである。 

 

○若者のキャリア形成支援 

ジョブ・カードを活用して個人が主体的にキャリア形成できるよう、コ

ンセプトや運用を見直すべきである。さらに、若者のキャリア形成を支援

するため、多様な訓練機会を拡充するとともに、製造業等の基幹産業で、
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若年技能者を確保・育成するため、ものづくりマイスター等によるものづ

くりの魅力発信の強化、事業主等への支援の拡充、技能検定の積極的活用

を促進すべきである。 

 

○「ブラック企業」対策の強化 

若者の「使い捨て」が疑われる企業等への対応策の強化として、監督指

導体制の充実強化を図り、労働基準法等の違反が疑われる企業等に対し、

厳しく監督指導を実施するとともに、相談体制・情報発信の充実強化を行

うべきである。 

 

 

③学生等への就職支援の強化 

 

○キャリア教育、インターンシップの導入促進 

早期からのキャリア教育を充実させるべきである。特に、インターンシ

ップについては、実施率の目標を定めるとともに、学生が制度を利用しや

すくなるよう、マッチング機能の充実、中小企業の受入体制整備への支援、

多様なインターンシップ形態の導入、不適切な事例が起きないようなルー

ル作りなどの取り組みを加速させ、大幅な拡大を目指すべきである。また、

海外でのインターンシップについても拡充を目指すべきである。 

 

○インターネット活用に伴う問題点と対策の検討 

インターネットを活用した就職活動については、大量なエントリーなど

企業・学生双方の負担増につながるとの指摘もあるため、現在の新卒採用

活動の在り方による企業・学生への影響について、問題点を把握し必要な

対応を検討すべきである。 

 

○就職活動の後ろ倒しに伴う配慮 

就職活動の後ろ倒しに伴い混乱が生じないよう、大学・企業と定期的に

連携を取りつつ、テストや卒論などの学事行事の調整、中小企業の就職活

動時期との調整、キャリア教育の充実、未内定者への就職支援など万全の

対応を図るべきである。 

 

○経済的負担への配慮、地域人材の積極活用 

交通費や宿泊費の負担が大きい、地方から都市圏への就職活動や、U タ
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ーン、I ターンの就職活動を行う若者に対する支援を行うべきである。特

に、地域人づくり事業の活用を積極的に行うべきである。 

 

○細やかな情報提供、既卒３年間の新卒扱いの促進 

学校の中退者、未就職卒業者に対する就職支援情報の提供のため、学校

とハローワークの連携を進めるとともに、既卒３年新卒扱いの普及促進、

心理的なサポートも含めた支援の充実を図るべきである。 

 

 

④若者の創業・起業の支援 

新たな需要を創造する新商品・サービスを提供する創業に対する創業促

進補助金を拡充・継続するとともに、恒久化に向け推進すべきである。 

創業に必要なビジネスプランの作成を支援する「創業スクール」の実施

を促進し、全国３００か所で実施される専門家による基本的知識およびビ

ジネスプランの作成支援（平成２６年度予算事業）を拡充すべきである。 

成功したＮＰＯとソーシャルビジネスの伴走型支援による新事業の起

業・人材育成を応援し、ＮＰＯ等のマネジメント人材の能力向上と将来の

マネジメント人材の育成を図る事業の創設を目指すべきである。 

また、会社設立のための商業登記費用について、大幅な軽減を目指すべ

きである。 

 

 

⑤フリーター、ニート、非正規雇用の安定雇用への移行 

 

○「わかものハローワーク」等での支援体制の強化 

フリーター等の若者が希望に応じて正規雇用につけるよう、今年度２８

か所に増設される「わかものハローワーク」の速やかな設置の推進と体制

整備を行うべきである。 

 

○「地域若者サポートステーション事業」の抜本的強化 

様々な困難を抱えるニートに対して支援を行う機関として、不可欠な役

割を果たしている地域若者サポートステーションを、就労に向けた地域ぐ

るみでのニート支援の拠点として、法的位置づけを明確にすることで、専

門的な相談支援を安定的に継続すべきである。また地方公共団体、教育機

関等の地域の関係機関との連携の充実、卒業者に対するきめ細かなフォロ
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ーの全国展開、職場体験の充実を図るべきである。 

 

○非正規雇用の処遇改善と正規雇用への移行促進 

正規雇用と非正規雇用の間の賃金、待遇などの格差を是正するため、「同

一価値労働・同一賃金」に向けた取り組みを進めるとともに、非正規雇用

労働者の健康保険、厚生年金のさらなる適用拡大を行うべきである。 

また非正規雇用労働者の正規雇用への転換や賃金の増額改定を行った

事業者に支払われる助成金（キャリアアップ助成金の増額）を周知し、有

効に活用するとともに、不本意非正規雇用労働者も含めた雇用の安定化に

向け労働者の無期雇用化を図る事業主に対する支援の拡充を検討すべき

である。 

 

 

⑥人材育成の充実 

 

○世界トップレベルの教育を実現するための教育条件の整備 

少子高齢、グローバル社会において、世界に勝てる人材を育成すること

が何よりも必要であり、小・中・高を通じた英語教育の強化を図り、高校

段階では、スーパーグローバルハイスクールを推進するとともに、世界の

大学間交流を一層推進する等徹底した大学の国際化を図り、世界トップレ

ベルの教育の実現を目指すべきである。人材育成を支えるための基盤とな

る教職員指導体制を拡充するとともに、海外の日本人学校等における海外

子女教育の充実を図るべきである。 

 

○奨学金等の充実 

 意欲と能力のある若者が、家庭の経済状況にかかわらず、希望を持って

大学や専門学校等に進学できるよう、授業料減免を充実させるとともに、

奨学金については、無利子奨学金のより一層の充実、所得連動返還型奨学

金制度の拡充や給付型奨学金の創設を目指すべきである。 

 また、高校生等が安心して教育が受けられるよう、今年度創設した「奨

学のための給付金」を着実に継続するとともに、第 1 子への支給額の拡充

を図るべきである。 

 

○留学生交流の戦略的な推進 

 意欲と能力のある若者に海外留学の機会を与え、海外留学の倍増を図る
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べきである。このため、海外留学への経済的支援に係る国としての支援を

拡充させ、官民が協力した海外留学支援を着実に実施すべきである。また、

海外から優秀な留学生を呼び込むため、生活環境の整備や就職支援等を強

化すべきである。 

 

○ICT を活用した教育による人材強化 

 ICT を活用した学びを推進するとともに、教員の ICT 活用指導力の育

成や ICT 支援員の配置を充実させるべきである。また、デイジー教科書

など特別支援教育における ICT を活用した教科書や教材を積極的に推進

すべきである。 

 

 

⑦外国人人材の活用 

将来にわたって日本経済の持続的な成長を可能にするため、高度外国人

人材の受け入れ体制の改善・強化（生活環境の整備を含む）を推進すべき

である。 

また、外国人技能実習制度の介護や林業等への対象職域の拡大、在留期

間の延長及び技能ある外国人の受け入れのあり方、並びに国家戦略特区内

における新たな外国人人材の活躍のあり方について、さらに検討を進める

べきである。その際、外国人人材の人権への配慮、身分及び待遇の安定に

十分留意すべきである。 

 

 

Ⅲ．魅力ある地方都市づくり 

人口減少時代に突入した我が国において、三大都市圏への人口集中が進

む中、地方にあっては、地域崩壊、自治体経営の行き詰まり、地方経済の

停滞などの危機に直面している。今後大胆な少子化対策を進めると同時に、

魅力ある地方都市づくりを進めることが急務である。 

 

①若者のキャリアアップ、収入アップ 

若者に魅力ある地方都市の形成のためには、何よりも若者の仕事の確保

と収入アップが必要である。地方にあっても若者のキャリアアップ、収入

アップが図られるよう、多様な形態の正規雇用の実現・普及を図るととも

に、地方にとどまる若者の雇用環境改善のための支援策を幅広く検討すべ
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きである。 

また、実践型地域雇用創造事業や地域人づくり事業など地域ブランドを

活用した産業の振興策に積極的に取り組み、若者の仕事の確保を進めるべ

きである。さらに、離島、半島等における戦略的な地域産業の育成等を支

援すべきである。 

 

 

②人の流れの転換 

三大都市圏への人口集中が続く中、人の流れを転換し、地方都市の定住

機能を高めるだけでなく、大都市からの人口移動を図るため積極的な取り

組みを進めるべきである。 

Ｕターン、Ｉターンの就職活動への積極的な支援を行うべきである。地

域おこし協力隊や田舎くらし隊の活動を支援するとともに、定住に向けて、

住宅や保育サービスを一体的に支援する体制を整備すべきである。 

また、リバースモーゲッジや高齢者の相続手続きの支援など都市高齢者

の故郷への住み替えなどを支援する仕組みを導入し、医療・介護現場など

の雇用の維持を図るべきである。 

さらに、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックへの動きの中、

外国人旅行者を中心とする観光の受け皿を整備しながら交流人口の拡大

を図るべきである。 

 

 

③新たな地方圏の創造 

それぞれの地域で、住民が安心して生活できる基盤を維持し、さらに、

三大都市圏と並んで地方が我が国経済をけん引する新たな地方圏を創造

しなければならない。 

そのため、全国の指定都市、中核市、特例市の内、圏域を支える都市に

ついて地方中枢拠点都市として指定し、定住自立圏施策と併せて、大胆な

財政措置により新たな地方圏の創造に取り組むべきである。 

それぞれの圏域においては、産業・雇用、国土形成、住宅、そして子育

て支援などの総合的な取り組みを進めるため、各自治体の役割、広域連携

などを含めた地域総合戦略を策定し魅力ある地方都市づくりを進めるべ

きである。 
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④魅力あるコミュニティの形成 

圏域内の各自治体では、産・学・金・官連携の下、地域経済再生のため

地域経済イノベーションサイクルに取り組むとともに、分散型エネルギー

インフラプロジェクトや公共クラウドの活用などに取り組み、地方都市の

生活基盤の整備に取り組むべきである。 

まとまった居住、生活機能の集約化と地域公共交通ネットワークの再構

築を一体的に実施する新たな枠組みを構築し、生活サービスや地域活動を

支える商店、診療所等の複数の生活サービス施設が集約された「小さな拠

点」の形成を推進すべきである。また、公的住宅における PPP/PFI 活用に

よる団地再生等を契機として、建替えに伴う福祉医療施設等の拠点整備を

推進すべきである。 

こうした取り組みにより、省エネで高齢者や子育て世帯にとって魅力あ

るまちづくりを進めるべきである。 

 

 

Ⅳ．中小企業施策 

①環境・エネルギーや健康・医療・介護の担い手としての中小企業対策 

成長戦略の担い手である中小企業の潜在力を引き出すため、環境・エネ

ルギー、健康・医療・介護などの成長分野に対する研究開発について、大

学や公設試験場等のネットワークを通じた研究開発を促進すべきである。

また、よりニーズに合った研究開発を支援するため、既に地域の内外に販

路を持つ中核企業や中小企業基盤整備機構・ＪＥＴＲＯ等と連携した売れ

る製品の研究開発を促進することで、研究開発から販路開拓まで一貫支援

し、国際競争力を強化すべきである。 

さらに、こうした成長分野に進出する際に課題となる国際認証取得など

の参入障壁を克服するため、参入市場に係る情報収集から、事業・知財・

標準化戦略の策定、国際認証の取得まで、専門家の派遣やポータルサイト

の設置等を通じて一貫した支援を行うことが必要である。 

 

 

②実用化・製品化段階での支援 

ものづくりだけでなく、商業・サービス分野まで支援する「ものづくり・

商業・サービス補助金」を発展させ、様々なビジネスのイノベーションを

加速化すべきである。また、中小企業向けの研究開発補助金を活用して開
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発した製品（研究開発機器など）を国が優先的に調達することで、ビジネ

ス化を後押しすることも必要である。 

併せて、新たに創設したウェブマッチングサイトを活用した大企業や異

業種とのマッチングを促進するとともに、中小企業が出展する通常の見本

市に加え、大企業が必要とする技術を幅広く求める「逆見本市」の開催を

支援することで、実用化・製品化に直結する商品・サービス開発を支援す

べきである。 

 

 

③販路開拓・人材確保の支援 

販路開拓のため、海外市場に精通した現地商社、企業ＯＢや各種専門家

を活用した支援を強化すべきである。また、人材確保のため、I ターン・

Ｕターン人材を中心に、アイディアや技術ノウハウを有する人材を発掘・

育成し、地域の中小企業とマッチングさせる仕組みを構築することも必要

である。 

また、市区町村の創業支援体制を、少子高齢化、グローバル時代の進展

による経営環境の複雑化に適正な経営アドバイスも提供できる体制“ビジ

ネスカフェ”へと進化させるべきである。 

併せて、企業から独立して創業を目指す際の生活の不安を解消すること

により、創業希望人材を掘り起こすため、創業準備者を雇用保険の給付対

象とすべきである。 

 

 

④中小企業の海外展開支援 

 アジア等の新興国の成長市場を取り込むため、中小企業に対する海外現

地でのワンストップ支援体制を強化すべきである。その際、海外の法制度

が中小企業の海外展開のハードルとなることから、日本司法支援センター

（法テラス）を活用した法律サービスの提供や日本弁護士連合会と中小企

業関係団体との連携を進めるとともに、国内と海外の支援機関の連携を図

ることが必要である。併せて、ホームページの翻訳、オンライン決済や物

流等をパッケージ化して支援することで、中小企業にとって手軽に海外展

開に取り組める環境を整備することが重要である。 
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⑤事業承継の円滑化対策 

近年、後継者不在で廃業せざるを得ない中小企業が増加している。この

ため、全国展開中の事業引継ぎ支援センターが中心となって、創業スクー

ルや各地の創業支援機関と連携し、後継者不在の企業と創業希望者のマッ

チングを進めるべきである。さらに、地域社会の担い手である個人事業主

の事業用資産に対する相続税の軽減措置を拡充するなど、事業承継支援策

を強化すべきである。 

 事業承継とともに、経営者の引退の円滑化を図るため、経営者の退職金

制度である小規模企業共済を抜本強化し、事業承継時の共済金額を廃業時

並みに引上げることや、掛金の範囲内で廃業資金を貸し付ける制度の創設

に取り組むべきである。 

 

 

⑥ソーシャルビジネスの促進 

 人口減少や少子高齢化に直面する中、既存のビジネスモデルに依存する

だけでは地域経済は活性化しない。人口減少などの社会課題の中から新た

な消費者のニーズを掘り起こし、それをビジネスにつなげていく必要があ

るが、営利を目的とする中小企業の力だけでは、このような取り組みは困

難である。このため、非営利を目的とするＮＰＯ等が行う介護タクシーや

病児保育等のソーシャルビジネスを、信用保証制度を含む中小企業支援策

の対象に追加することによって、中小企業が新たな市場を切り開く後押し

をすべきである。 

 

 

Ⅴ．文化・スポーツ・観光振興 

①2020 年東京オリンピック・パラリンピックに向けて 

 

○スポーツの力を通じた競争力の強化と世界の発展への貢献 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックを成功させ、日本のみなら

ず世界に感動を届けられるよう、オリンピックムーブメントの普及ととも

に国際競技力の向上や施設整備の推進など大会開催に向けた環境整備を

進めるべきである。 

また、パラリンピックに向け、パラリンピック・アスリート養成のため

のナショナル・トレーニングセンターの新設、ハード・ソフト両面からの
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バリアフリーの整備の加速化を図るべきである。 

併せて、スポーツを通じた健康で活力に満ちた長寿社会の実現、地域ス

ポーツ資源を活用した地域活性化等を目指し、途上国のスポーツ環境の整

備やスポーツ医科学研究の推進を図るための中核拠点を構築するなど、ス

ポーツを通じた戦略的な国際貢献を行うべきである。 

 

○「文化プログラム」の実施と文化力の基盤の計画的な強化 

オリンピック憲章の精神に則り、東京のみならず全国各地で、地方自治

体や文化芸術団体関係者等とともに、文化プログラムを実施すべく、文化

力の基盤の強化を目指すべきである。 

 

 

②成長分野としての文化芸術の振興 

我が国の有形・無形の文化財や芸術文化は、世界に誇るべき「国力」で

ある。これらの文化芸術を我が国の基盤として整備、振興し、世界へ発信

していくことは、日本経済再生のために不可欠な投資である。 

このため、文化関連予算の拡充を図るとともに、日本固有の実演芸術作

品の創作・公演等を促進する助成制度の創設、料理、製菓、理美容などの

生活文化分野で「最優秀職人（仮称）」認定制度を創設、子どもたちの文

化芸術体験機会の大幅な拡充、国際的な専門人材ネットワーク形成のため

の「実演芸術連携交流センター（仮称）」を創設、国公私立文化施設の機

能強化、文化財の保存・活用・継承などの政策を推進すべきである。 

また、国際的な文化交流基盤として在外公館の機能を強化するとともに、

我が国の豊富な伝統文化を発信する「和の空間」の創設や、メディア芸術

を含む芸術文化の創造・発信、現代アートなどの世界展開、ポップカルチ

ャー分野をはじめとする文化人・芸術家の派遣を進めるべきである。 

さらに、我が国の文化・伝統をストーリーとして表す「日本遺産（仮称）」

を認定し、それを構成する遺産群を一体的に整備・活用する取り組み等を

進め、魅力ある日本文化の発信を強化すべきである。 

 

 

③訪日観光客２０００万人に向けて 

2020 年に向け訪日外国人旅行者数 2000 万人を目指して、オールジャパ

ンでの日本ブランドの作り上げと発信を強化し、訪日プロモーションの強

化や国際会議等の誘致を促進すべきである。また、訪日旅行の容易化を加
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速するために、ビザ要件の緩和や、ＣＩＱ（税関・出入国管理・検疫）体

制の拡充・強化、出入国手続の改善を進めるべきである。 

東京オリンピック・パラリンピック開催効果を広く地域に波及させるた

め、観光客を首都圏のみならず地方へ誘客するための施策の充実を図るべ

きである。さらに、各地を訪問する外国人旅行者がスムーズに移動できる

よう、交通の利便性の確保、バリアフリー化・ホームドア整備、民間事業

の連携促進等による多言語対応や無料公衆無線 LAN 環境の整備及びその

ために必要となるバックボーン回線の整備等の基盤整備を促進すべきで

ある。 

整備新幹線については、新規着工区間の工期短縮を図り、一日も早い開

業を実現するため、公共事業費や貸付料など必要な財源を確保すべきであ

る。また、空港アクセスを含めた首都圏空港等の更なる機能強化等を含め、

国際都市としての生活・ビジネス環境の本格整備のための都市の再生や都

市機能の向上に係る取り組みを推進すべきである。 

 

 

Ⅵ．科学技術、宇宙・海洋開発 

①科学技術・イノベーション体制の確立 

 

○研究環境改革等による女性研究者の活躍促進など科学技術イノベーシ

ョン人材の充実【既述】 

 

○研究開発法人の機能強化 

大学等において生み出される研究成果を産業化に結びつける取り組み

を進めるため、産業界と大学等を結びつける研究開発法人の機能を強化し、

イノベーションを創出すべきである。  

また、研究開発成果最大化のための研究開発法人制度を創設するととも

に、研究開発法人を中核とした産官学連携拠点の構築により、国家戦略に

基づいた研究開発を進め、技術シーズ創出力を強化すべきである。 

 

○大学発ベンチャー創業への橋渡し 

大学や研究開発法人における知的財産等を、独立行政法人科学技術振興

機構（JST）が戦略的に集約・パッケージ化し、市場の視点から活用でき

る段階まで支援し、知的財産等の利用価値の向上・活用促進を図るべきで
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ある。 

また、専門分野を持ちつつ、起業家マインド等を持つ若手研究者の養成

を行う大学等への支援を強化するなど、研究開発とベンチャー育成を一体

的に進める取り組みを強化すべきである。 

 

○世界トップの「イノベーション立国」に向けた施策の強化・推進 

優れた独創的・先駆的な研究を支援する科学技術研究費助成制度事業を

はじめとする競争的資金の大幅な増額を図るとともに、創設された戦略的

イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）、革新的研究開発推進プログラ

ム（ＩｍＰＡＣＴ）等の施策の拡充及び戦略的な推進を図り、世界トップ

の「イノベーション立国」を目指すべきである。 

併せて、我が国における研究開発の成果を世界に発信する場として、

2020 年東京オリンピック・パラリンピックを、その実用化を実現した「シ

ョーケース」とするなど、科学技術イノベーションに関する国内外への発

信体制の充実を図るべきである。 

さらに、これらの施策の実施に当たり、総合科学技術・イノベーション

会議が担う府省枠を超えた政策誘導機能や同会議の事務局体制を強化す

るなど、その司令塔機能の向上及び発揮の促進を図るべきである。 

 

○科学技術イノベーションへの「挑戦」の機会の拡大 

科学技術イノベーションの源泉は人材である。科学技術イノベーション

に適した環境の創出を実現するためには、意欲的な人材の多様な「挑戦」

を支援するとともに、分野や組織を超えた「相互作用」の機会を提供しな

ければならない。 

このため、高い意欲や能力を有する研究者による「挑戦」の機会の拡大

に加え、研究開発型中小・中堅企業やベンチャー企業の「挑戦」への支援

をさらに強化すべきである。 

 

○大学や公的研究機関における研究体制の強化 

大学や公的研究機関が我が国の研究力・人材力強化の中核的な拠点とし

て「知」の融合の促進に寄与することできるよう、複数の所属機関での研

究者等の兼任を可能とする「クロス・アポイントメント制度」など、柔軟

性のある雇用システムの導入・活用を進めるべきである。 

また、世界水準の教育研究を担う国立大学が卓越した大学院博士課程を

形成するとともに、若手研究者など意欲ある研究者が安定した環境で優れ
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た研究活動を行うことができるよう、人事・給与システムの弾力化を含め、

国立大学法人改革をさらに推進すべきである。 

 

○福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想の推進 

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉を円滑に進めるためのロボット

技術等の研究開発、最先端の放射性物質の研究、再生可能エネルギーの研

究開発・集積などの国際研究産業拠点を福島県に整備し、未来の新技術、

新産業の創出を推進すべきである。 

 

 

②宇宙インフラの整備 

 

○防災・安全保障、産業基盤等の向上に資する宇宙システムの整備 

リモートセンシング衛星等の宇宙システムは、「耐災害性」「広域性」「高

解像度化」など、防災・安全保障等に極めて有効な特性を有している。 

このため、広域災害監視衛星ネットワーク関係調査事業における検討も

考慮しつつ、リモートセンシング衛星の整備計画の策定及びその実現を目

指すなど、関連産業の振興に取り組むとともに、これらを通じて我が国の

防災、安全保障、海洋監視、国土管理能力を抜本的に強化すべきである。 

また、平成 30 年以降の衛星開発計画が無いという状況を踏まえて、技

術基盤、産業基盤の維持・向上は喫緊の課題であり、たとえば広域撮像が

可能な光学衛星の開発、衛星からの送信データの大容量化への対応や小型

衛星への搭載性、妨害・傍受への抗たん性等の利点を有する光データ中継

機能の実証実験などに早急に取り組むべきである。 

さらに、「準天頂衛星システム」について、現在の４機体制の整備・維

持を確実なものにするため、持続測位を可能とする７機体制への拡大を前

提に、後継機の開発等に関する検討を早急に行うとともに、準天頂衛星の

初号機を利用したアプリケーションの実証など国内外における利用拡大

に取り組むべきである。 

この他、準天頂衛星等の宇宙インフラと地理情報システム（ＧＩＳ）の

連携による、地理空間情報の高度な活用策についての検討を促進すべきで

ある。 

 

○宇宙技術の活用によるＡＳＥＡＮ諸国への国際協力の推進 

ＡＳＥＡＮ諸国との防災や安全保障面における相互扶助の維持・強化を
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図る観点から、「ＡＳＥＡＮ防災ネットワーク構築構想」の早期実現・運

用のほか、宇宙技術を協同活用した国土強靭化のためのインフラ（災害危

険区域のデータベース、津波・台風情報の共有システム等）整備計画の策

定など、ＡＳＥＡＮ諸国の防災や国土管理、安全保障等の能力向上に取り

組むべきである。 

これらを通じ、ＡＳＥＡＮ諸国における関連の制度整備や人材育成、産

業や雇用創出に資する国際協力を一段と進めるとともに、リモートセンシ

ング衛星産業など我が国の宇宙産業の振興を図るべきである。 

 

 

③海洋資源の開発及び利用の推進 

 

○メタンハイドレートの開発促進 

日本周辺海域のメタンハイドレートを将来のエネルギー資源として利

用可能にするため、砂層型メタンハイドレートについては、地球深部探査

船「ちきゅう」による海洋産出試験の結果を踏まえ、平成 30 年度を目途

に、商業化の実現に向けた技術の整備を行い、平成 30 年代後半には、民

間企業が主導する商業化のためのプロジェクトが開始されるよう、国際情

勢をにらみつつ、技術開発を進めるべきである。併せて、表層型メタンハ

イドレートについても、資源量調査を行った上で、資源回収技術の本格調

査などに速やかに取り組むべきである。 

 

○海底熱水鉱床等の開発促進 

海底熱水鉱床については、平成 30 年度までに経済性の評価を行い、そ

の後平成 35 年以降に民間が参画する商業化を目指したプロジェクトが開

始されるよう技術開発を進め、その他の海洋鉱物資源の開発についても計

画的・戦略的に資源調査等に取り組むべきである。 

海洋技術調査については、SIP(戦略的イノベーション創造プログラム)の

一つである「次世代海洋資源調査技術（海のジパング計画）」を推進し、

高効率の調査技術を世界に先駆けて開発し、民間に技術移転することで、

世界に誇る海洋資源技術調査産業の創出を目指すべきである。また、航路

や資源を巡り国際的な関心が高まっている北極について、観測・研究を強

化し、地球規模の課題解決のための国際的な役割を担っていくべきである。 
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④インフラ長寿命化及びインフラシステム等の開発と海外展開 

インフラ長寿命化計画（行動計画）の策定等を通じ、メンテナンスの質

を確保するための技術力の底上げ、持続的な成長を可能とするインフラ管

理体制構築等を行い、戦略的な維持管理・更新を実現すべきである。 

また、地方自治体においては、「公共施設等総合管理計画」の策定を推

進するとともに、固定資産台帳システムの整備促進を図り、PPP/PFI の

積極的な活用を促すべきである。 

ＩＣＴを活用した自動車関連情報サービスの創出、自動走行システムの

開発・環境整備を推進すべきである。地震や気象等の監視・予測体制の強

化、防災対策をはじめとする技術研究開発を重点的に推進すべきである。 

また、我が国の環境改善技術、水事業システム等の優れたインフラシス

テムの海外展開を官民が連携し積極的に支援すべきである。 

 

 

Ⅶ．エネルギー・環境分野 

①エネルギーコストの低減 

東日本大震災以降、化石燃料依存の増大により、化石燃料輸入額は増加

しており、国民生活や経済活動が大きな影響を受けている。このため、エ

ネルギーコストの低減を実現していくためには、燃料の調達先の多角化に

よるコストの引き下げ、徹底した省エネの推進によるスマートな消費抑制、

規制改革による新規参入促進や競争環境整備等を推進していくことが必

要である。また、これらに取り組むことで、新しいエネルギー関連の産業

創出・雇用拡大、需要家の選択肢や事業機会の拡大を通じた市場の活性化、

世界最先端の技術開発等が促進され、我が国の成長力強化にもつながって

いく。この点を踏まえ、以下の施策を進めるべきである。 

 

○省エネルギー誘導施策の強化 

省エネ誘導施策を強化することが重要である。産業部門は企業が積極的

に省エネ対策を進めるための環境整備、住宅部門は住宅のネット・ゼロ・

エネルギー化（省エネ性能の向上で消費エネルギーを減らすとともに、太

陽光発電などによりエネルギーを自ら作り出す住宅）、運輸部門は次世代

自動車の導入加速を進めるべきである。 
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○需要抑制手法の導入 

効果的なディマンドリスポンスが実現できる電気料金のあり方等を検

討するとともに、より確実な需要抑制効果が期待できる「ネガワット取引」

の導入に向けた環境整備を行い、そのインフラであるスマートメーターの

早期導入を進めていくべきである。 

 

○高効率火力発電の有効活用 

火力発電の中心をなす石炭・ＬＮＧ火力の高効率化・有効利用も重要な

課題といえる。このため、技術開発による更なる効率向上や環境アセスメ

ントを通じた利用可能な最新技術の導入等を進めるとともに、これら高効

率火力発電のインフラ輸出により、環境負荷の改善等を図るべきである。 

 

○電力・ガスシステム改革 

 制度面については、２０１８年から２０２０年までを目途に、全国大で

の系統運用を可能とする需給調整機能の強化、小売及び発電の全面自由化、

法的分離による送配電部門の一層の中立化を柱とする電力システム改革

を完結すべきであり、その中で、実質的な競争促進を図るための制度的措

置の検討や、再生可能エネルギーの導入に向けた送電網整備を進めること

が重要である。また、電力システム改革と相まって、ガス事業及び熱供給

事業に関するシステム改革についても検討を進めていくべきである。 

 

○安定的かつ安価な資源確保の強化 

安定的かつ安価な資源確保を強化するため、資源外交の積極的な展開や

ＪＯＧＭＥＣ（独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構）によるリ

スクマネー供給の強化等を通じた資源権益の獲得、シェールガス確保や国

産資源開発を含めた供給源の多角化の推進、仕向地条項の緩和など資源調

達環境の改善を進めるべきである。また、エネルギー輸送ルートの多様化

に対応した安定的な輸送を確保、それらを可能にする我が国の技術・技能

を活かした海運・造船企業の戦略的な取り組みの支援を進めるべきである。 

 

 

②再生可能エネルギー等の導入加速 

再生可能エネルギー等の普及は、エネルギー安全保障の強化、低炭素社

会の創出に加え、新しいエネルギー関連の産業創出・雇用拡大の観点から

も重要である。「エネルギー基本計画」においても、再生可能エネルギー
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を「これまでのエネルギー基本計画を踏まえて示した水準を更に上回る水

準の導入を目指し」という方針を明確にしている。この点を踏まえ、以下

の施策を進めるべきである。 

 

○再生可能エネルギー関係閣僚会議を通じた司令塔機能強化 

「再生可能エネルギー等関係閣僚会議」を通じた政府の司令塔機能の強

化を図り、関係省庁間の連携を促進し、低炭素社会構築に向けた取り組み

を強化するとともに、エネルギー基本計画の記載を踏まえ、野心的な再生

可能エネルギー導入目標を設定すべきである。 

 

○実効性ある再生可能エネルギー導入施策の検討 

 固定価格買取制度については、安定的かつ適切な運用を基礎として、発

電コストの低下を毎年度の買取価格に確実に反映させるとともに、低コス

ト化、高効率化にむけた技術開発を進めるべきである。そして、風力・地

熱など相対的に発電コストの低い再生可能エネルギーの導入拡大のため、

環境アセスメントの迅速化、立地のための規制緩和等、実効性ある再生可

能エネルギー導入施策を検討すべきである。 

 

○再生可能エネルギー導入促進のための送電網の整備 

再生可能エネルギーを受け入れるための送電網の整備が重要である。特

に北海道、東北における風力の受入れ容量の増大等に向けた地域内送電線、

地域間連系線等の送電インフラを増強すべきである。 

 

○地域分散型エネルギーの導入促進 

分散型エネルギーシステムについても、その構築を加速させるために小

規模事業者向けの環境整備など、地域活性化に資する再エネ導入支援を図

ることが重要である。併せて、家庭用燃料電池などのコージェネレーショ

ンの導入支援策も重要である。これらの取り組みを着実に推進することに

より地域分散型エネルギーの導入促進を図るべきである。 

 

○“水素社会”実現を目指した取り組み強化 

エネルギー安定供給と地球温暖化対策に貢献する水素を広く利活用す

る“水素社会”の実現を目指し、家庭用燃料電池の導入拡大、燃料電池自

動車の導入加速に向けた水素ステーション整備などの取り組みを強化す

べきである。さらに、再エネ等を活用した水素の製造から輸送・貯蔵、利
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用に至る新たな技術の開発・実証についても着実に取り組むべきである。 

 

 

Ⅷ．健康・医療分野 

①医薬品・医療機器・再生医療の基盤強化と海外展開の推進 

健康・医療分野は雇用創出の効果が大きいと期待されている。昨年、再

生医療関連の法案（「改正薬事法」「再生医療安全性確保法」）を成立させ、

この分野の研究開発から実用化に至る体制の基盤強化の法整備を行って

きた。さらに、世界最先端の医療技術の実現、革新的な新薬・医療機器の

創出などを成長産業として育成をはかり、日本経済再生の柱として推進し

ていくべきである。 

 

○再生医療の実用化促進と医療機器・バイオ医薬品の効率的な開発 

今後、革新的な医療技術の実用化を加速するため、医療分野の司令塔機

能として創設される「独立行政法人・日本医療研究開発機構」の機能を充

実させるべきである。また、さい帯血を研究目的で利用し、iPS 細胞をあ

らかじめ備蓄しておく研究の環境整備等、再生医療の基盤強化を図るべき

である。 

 

○医薬品等の迅速な審査実現のための体制強化 

より有効で、より安全な医薬品・医療機器をより早く医療現場に届ける

ため、ＰＭＤＡ（医薬品医療機器総合機構）の体制を強化すべきである。 

 

○優れた我が国の医療システムで世界に貢献 

一般社団法人メディカル・エクセレンス・ジャパン（MEJ）を活用し、

国際展開の推進を図り、新興国を中心に、医療サービス、医薬品・医療機

器・介護システムなどをパッケージで輸出すべきである。官民が一体とな

り、内視鏡手術など日本にしかできない医療技術の来日外国人への開放等

「医療ツーリズム」を促進し、新興国市場を取り込むための共同臨床研究、

治療拠点の構築等を推進し、医療の海外展開を進めるべきである。 
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②ICT を活用した、健康・医療・介護のサービス提供  

 

○生活習慣病等の予防をめざしたレセプトデータの活用 

重症化予防を促進するとともに、地域別、年齢別に疾病・健康データを

収集した研究分析基盤を構築すべきである。 

 

○電子カルテ・電子処方箋の普及、関係機関での共有化 

個人が生涯にわたり医療データを管理・活用することで、より質の高い

健康管理が可能となるシステム構築を目指すべきである。 

 

○テレビ会議システムを活用した遠隔診療体制の拡充 

身近な医療機関で専門医による診療が受けられる遠隔診療システムを

拡充すべきである。 

 

 

③世界最高水準の医療提供体制の確立 

 

〇世界最高水準の医療 

国民が健康な生活及び長寿を享受できる社会を目指し、世界最高水準の

医療の提供体制を確立し医療産業の競争力強化を図るため、先進医療ハイ

ウェイ構想に基づき先進医療の評価の迅速化・効率化を進めるべきである。

さらに、治験の参加基準に満たない患者に対する治験薬へのアクセスを充

実させる「日本版コンパッショネートユース」（人道的医療）の早期導入

を図るべきである。 

 

〇患者のニーズに対応する新たな先進医療の検討 

医療技術の進展の中、多様な患者の医療ニーズに対応するため、医療の

安全性・有効性を第一として、さらに保険外併用療養制度の見直しを図る

べきである。同時に、臨床研究中核病院の整備などを進め、質の高い臨床

研究と次世代の良質な医療の提供を可能とする体制づくりを進めるべき

である。 

 

 

④ロボット介護機器等の普及 

○安価で身近に使いやすい機器の開発促進 
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介護や自立支援のニーズに応えるため、ロボット介護機器の開発を推進

すべきである。 

 

○リース等による普及への支援を強化 

急速に拡大すると予想される介護需要に対応するため、利用しやすい体

制整備に努めるべきである。 

 

〇新しいリハビリの導入など障がい者の生活支援の推進 

「障害者自立支援機器等開発促進事業」などを拡充し、脳科学の成果を

応用した支援機器の開発を促進すべきである。 

 

 

⑤地域包括ケアシステム構築への取り組み 

 

○認知症高齢者対策 

２０２５年に向けて急増する認知症高齢者の対策を国家戦略として総

合的に取り組むべきである。「認知症ケアパス」の周知・普及を図るとと

もに、認知症サポーターによる国民運動を展開すべきである。各自治体の

介護保険事業計画の中で、「認知症初期集中支援チーム」を整備し、認知

症ケアの流れを抜本的に変えるべきである。 

 

〇介護従事者の処遇改善 

地域包括ケアシステム構築のため今後１００万人の介護人材の養成確

保が必要である。現在でもマンパワー不足が常態化しており、今後、介護

人材のイメージアップ戦略に取り組むとともに、大幅な処遇改善を行うこ

とが必要である。このため国において介護人材確保のための総合的方策を

示し、新たに設置される基金を活用して計画的に介護従事者の養成確保に

取り組むべきである。 

 

○優良な医療・介護施設、高齢者向け住宅等の供給促進 

良質な高齢者向け住宅等の需要の増加が見込まれる中、医療・介護分野

に関わる不動産投資信託（ヘルスケアリート）の活用を促進し、資金調達

の手段を多様化すべきである。さらに将来的に優良な医療・介護施設、高

齢者向け住宅等の供給促進を図るべきである。 
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○健康増進・介護予防への取り組み強化 

医療保険制度におけるヘルスケアポイントや介護予防におけるボラン

ティアポイントなどのメリット制の活用を進め健康増進・介護予防の取り

組みを図るべきである。また、公的保険外のサービス産業を育成するため、

医療機関と民間事業者、自治体が連携して取り組むビジネスモデルの構築

を進めるべきである。 

 

 

Ⅸ．農林水産分野 

①被災地における農林水産業の振興・復興加速化 

東日本大震災の被災地における農地や漁港等の本格的な復旧･復興を加

速化させ、放射性物質に対する安全対策・風評被害対策の強化、農地の大

区画化など農地基盤の強化、漁港等の高度衛生管理体制の構築や流通･加

工機能の強化、先端的技術の大規模実証研究など、積極的な施策を推進す

べきである。 

 

 

②農業生産基盤の整備・保全 

農業生産基盤の整備・保全を図り、農地中間管理機構とも連携しつつ、

水田の大区画化・汎用化等を推進するとともに、ため池や用排水などの農

業水利施設の長寿命化・耐震化を推進すべきである。 

耕作放棄地については、農業基盤の弱体化や野生鳥獣被害増加の一因と

なっており、抜本的な対策強化が必要であることから、農地中間管理機構

の整備･活用等により、再生利用を推進すべきである。 

 

 

③担い手対策 

法人を含む認定農業者を人･農地プランの中核経営体として育成すると

ともに、女性、若者、障がい者など、多様な担い手の活躍を促進すべきで

ある。 

担い手が利用する農地面積の割合を、現状の約５割から 10 年間で８割

へと増加させることを目指し、農地中間管理機構等により農地集積を加速

化させるべきである。 

農作物の価格下落等による収入変動に対処するため、収入保険制度を導
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入し、農業の安定的な経営基盤を確保すべきである。 

 

 

④高付加価値化による地域活性化 

 

○６次産業化の推進 

６次産業化など農業経営の多角化･複合化を目指し、地域農業の担い手

の法人化を進めるとともに、「農業女子プロジェクト」の推進等により女

性の活躍を促進すべきである。 

６次産業化の市場規模を 10 年間で 10 兆円へ拡大すべく、農林漁業成

長産業化ファンドの拡充･活用や、医福食農連携など多様な業種との連携

による農林水産業の高付加価値化を推進し、地域の活性化に繋げるべきで

ある。 

 

○畜産・酪農の産業競争力強化 

畜産等の産業競争力強化を図り、地域ぐるみで収益力向上に取り組む畜

産クラスターの構築や、特徴ある飼料を活かしたブランド化等を推進すべ

きである。 

酪農については、粗飼料の自給率を高め、効率的な酪農経営のための協

業化や法人化を推進するとともに、需要が増加するチーズなど乳製品の生

産拡大への対策を充実・強化すべきである。 

畜産・酪農経営安定対策については、必要な財源を確保し、施策の充実

を検討すべきである。 

 

○ジビエ活用と鳥獣被害対策 

地域資源であるジビエ（野生鳥獣肉）を活用した地域活性化を推進し、

野生生物の衛生管理に関するガイドラインを作成するとともに、鳥獣被害

対策を強化すべきである。 

 

○林業の成長産業化 

国産材の安定的・効率的な供給体制を構築し林業の成長産業化を図ると

ともに、木造住宅に対する高いニーズを踏まえ、設計者・大工技能者等の

育成、中小工務店の技術力向上等を進め、地域の気候・風土等に根ざした

良質な木造住宅の整備を推進すべきである。 

建築基準法の改正等を踏まえ、CLT（直交集成板）等の新たな木質材料・
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工法等の研究開発、基準策定、普及により、建築物における木材利用等を

促進し、特に 2020 年東京五輪関連施設への積極的な国産材利用を図るべ

きである。 

また、年間 2,000 万㎥に上る林地残材のバイオマス等での活用を図り、

木質バイオマスの利用を総合的に推進するための環境を整備すべきであ

る。 

 

○水産業の体質強化 

水産業の体質強化に向け、効率的な漁業経営のための協業化や共同化を

一層促進するなど、漁業の収益性向上を図るとともに、国産水産物の生

産・消費拡大を促進すべきである。 

 

 

⑤農林水産物の輸出額倍増 

農林水産物の輸出額を倍増（4,500 億円→１兆円）させ、攻めの農林水

産業を実現するため、和食のユネスコ無形文化遺産登録を後押しに、日本

食・食文化の発信を強化し、今後食市場の拡大が見込まれる国･地域へ、

安全･安心で高品質な日本産農水産物の輸出拡大を推進すべきである。 

東京電力福島第一原子力発電所事故に関連する諸外国の輸入規制措置

には、科学的データに基づく効果的な働きかけを行うなど、更なる取り組

みを推進すべきである。 

オールジャパンの司令塔のもと、品目別･国別の農林水産物等の輸出戦

略を速やかに実行し、日本食の海外展開と輸出促進の一体的な展開、日本

酒の販売促進と酒造好適米の増産、海外展開のための人材の育成・活用、

ジャパンブランドを防衛する知的財産権の監視システムの構築、積極的な

商標登録の推進などにより、日本の食文化･食産業のグローバル展開を加

速させるべきである。 

農水産物の輸出に必要となる GLOBAL・GAP や EU・HACCP といっ

た食品安全規格の取得を一層推進し、必要な体制を整備すべきである。ま

た、農場等における衛生管理の充実を図り、衛生管理手法（農場 HACCP）

を推進すべきである。 

動植物検疫については、入国者に対する靴底消毒・検疫探知犬等を活用

した携帯品検査など、家畜伝染病の海外からの侵入防止対策を強化すると

ともに、輸入水産物の防疫体制を整備すべきである。 

＜以上＞ 


